
※前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。

円594,366,695 483,918,743448,842,432

9,071,620 円

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。

1,301,263,671

円

円 354,128,961円

実績

当該事業年度

【公益目的支出計画の状況】

令和8年3月31日
公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

前事業年度

①．計画上の完了見込み

②．①より早まる見込みの場合

公益目的収支差額

円

【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

円

公益目的支出の額

実施事業収入の額

公益目的財産残額 543,555,903

1,301,263,671

翌事業年度

③当該事業年度の実施事業収入の額

4,130,460

円

円

円

852,421,239

103,785,091

9,071,620

１．公益目的財産額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③）

②当該事業年度の公益目的支出の額

公益目的財産額 円

円

円 円

706,896,976

105,208,389

円

円

円

円

円

1,301,263,671

947,134,710

103,785,091

9,071,620

令和2年4月1日

円

計画

1,301,263,671

4,717,200

115,165,152

実績

円

計画

円

円

円

1,301,263,671

757,707,768

103,785,091

計画

円

817,344,928

２．公益目的支出計画実施報告書

円

収入面では、計画作成時に比べ、その他受託収入では講習会の回数が増えて33万円増加となったが、受取負担金で約7万円減少
となり、厚労省からの建設雇用改善助成金の助成対象範囲が狭くなったため助成金が約462万円減少した。結果、435万円減の471
万円となった。支出面では計画作成時に比べ退職・人事異動に伴う人件費が約280万円減少した。事務費においてはその他運営会
議費で、消耗什器備品費、負担金、諸謝金、図書印刷費、雑費の増大により約3,184万円増加した。しかし、旅費交通費、諸会費、
保険料、消耗品費、支払手数料が1,766万円減少した。結果、1,138万円増加の1億1,516万円となった。

まで）の概要】令和3年3月31日から

817,344,928 円

令和 2 年度（【

円

115,165,152

4,717,200

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由
注

1,301,263,671 円

円

円

483,918,743

①前事業年度末日の公益目的収支差額 706,896,976



(1) 計画記載事項

事業の概要

①　当該事業に係る公益目的支出の見込額 103,785,091 円

(２)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

事業番号 事業の内容

継 1

建設業の堅実な発展を目的とした雇用改善推進事業・調査研究事業・研修事業・情報収集提供事業・表章事業・危機管理事業

　別紙記載の通り

②　当該事業に係る実施事業収入の額 4,717,200 円

③　（①－②）の額 110,447,952 円

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由
注1

収入面では、計画作成時に比べ、その他受託収入では講習会の回数が増えて33万円増加となったが、受取負担金で約7万円減少
となり、厚労省からの建設雇用改善助成金の助成対象範囲が狭くなったため助成金が約462万円減少した。結果、435万円減の471
万円となった。支出面では計画作成時に比べ退職・人事異動に伴う人件費が約280万円減少した。事務費においてはその他運営会
議費で、消耗什器備品費、負担金、諸謝金、図書印刷費、雑費の増大により約3,184万円増加した。しかし、旅費交通費、諸会費、
保険料、消耗品費、支払手数料が1,766万円減少した。結果、1,138万円増加の1億1,516万円となった。

②　当該事業に係る実施事業収入の見込額 9,071,620 円

(2) 当該事業年度の実施状況

事業の実施状況について

①　当該事業に係る公益目的支出の額 115,165,152 円

　別紙記載の通り

④　当該事業に係る損益計算書の費用の額 115,165,152 円

⑤　当該事業に係る損益計算書の収益の額 4,717,200 円








